
記入要領
申請チェックリスト

様式第1号右上と同じ内容を
記載ください。

交付申請に必要な書類が入っているか
確認の上、✓を入れてください。



記入要領（交付申請書）
（様式第１号）

黄色の欄をご入力ください。

・法人の場合：法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）記載の住所
・個人事業主の場合：住民票記載の住所

（店舗等の住所ではありませんのでご注意ください。）
・申請日時点で代表者が交代していないかご確認ください。

（交代している場合は、補足資料が必要です。）

交付申請金額は、所要額計算書（様式第
２号）で計算した金額（千円未満切り捨
て・大企業等は上限1500万円）となりま
す。

「主たる業種」は、別表1を参照の上、該当する業種の「中小
企業基本法上の類型」をお選びください。（複数の業種を営む
申請者は、主となる業種からお選びください。）

中小企業と大企業等で補助単価が異なります。
主たる業種ごとの中小企業要件（資本金、従業員数）をもとに、
プルダウンからいずれかをお選びください。

常時使用する従業員数については、中小企業庁ホームページを
ご参照ください。
（ https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.html#q3）

申請者と振込先が異なる場合、受領委任状が必要となります。提出が必要な場合は、
ホームページ掲載の参考様式をご利用ください。
（例：申請者 ●●会社本社取締役、振込先 ●●会社 ▲▲工場⾧ 等）



記入要領（所要額計算書）
（様式第２号）

黄色の欄をご入力ください。

様式第1号でご入力された内容が反映され
ます。（そのままご提出ください。）

別紙により、所要額を見込んだ手法をお示しください。

商業施設などにおいて、対象外の施設を含む場合は、別紙により、対象・対象外の内訳等を記載してください。

商業施設などにおいては、入居者が利用した特別高圧電力使用量や負担した金額に基づき、別紙により、
配分方法や配分予定額をご記載ください。（商業施設に入居する事業者等についても申請要領別表1の対象業種が適用さ
れますので、病院等が含まれる場合は対象外としてください。）

本様式で、交付申請額を算出してください。
黄色の欄をご入力いただくと、交付申請額
が算出されます。大企業等の場合は、上限
額がございますので、上限額に達した場合
はお手数ですが手打ちで15,000千円を入力
ください。



記入要領（所要額計算書）
（様式第２号）別紙 例１

黄色の欄をご入力ください。

様式第1号でご入力された内容が反映され
ます。（そのままご提出ください。）

別紙により、所要額を見込んだ手法をお示しください。
（本様式は別紙の例です。任意様式をご利用いただくことも可能です。）

商業施設などにおいて、対象外の施設を含む場合は、別紙により、対象・対象外の内訳等を記載してください。

商業施設などにおいては、入居者が利用した特別高圧電力使用量や負担した金額に基づき、別紙により、
配分方法や配分予定額をご記載ください。（商業施設に入居する事業者等についても申請要領別表1の対象業種が適用さ
れますので、病院等が含まれる場合は対象外としてください。）



記入要領（所要額計算書）
（様式第２号）別紙 例２

黄色の欄をご入力ください。

様式第1号でご入力された内容が反映され
ます。（そのままご提出ください。）

入居者が補助金の対象でない場合は、
チェックを入れてください。

様式第２号「交付申請額」と一致します。

入居者への配分方法などについてご記載ください。



記入要領（誓約書）
（様式第３号）

申請者は、補助金交付申請書（様式第1号）
の申請者をご記入ください。

当該欄の記載により、右上（申請者）に
おける押印が不要となります。発行責任
者、発行担当者はいずれも氏名をご記載
ください。（氏のみ不可。）

誓約内容をよく読み、誓約の場合は□に
チェックを入れてください。



記入要領（補助金交付請求書）
（様式第６号）

申請者は、補助金交付申請書（様式第1号）
の申請者をご記入ください。

当該欄の記載により、右上（申請者）に
おける押印が不要となります。発行責任
者、発行担当者はいずれも氏名をご記載
ください。（氏のみ不可。）

「交付決定通知書及び交付額確定通知書
（様式第４号）」を受理後、速やかにご
提出ください。

県からお送りする「交付決定通知書及び交付
額確定通知書」から転記してください。


